
- 1 - 

議案第２１号 

 

   君津市手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 君津市手数料徴収条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

 

令和３年１２月３日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 

 

提案理由 

 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）及び長期優良住宅の

普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）の一部改正に伴い、長期優良住宅建

築等計画の認定審査に係る手数料の額を改定するとともに、区分所有住宅に係る住棟認定

に関する手数料を定めるほか、所要の規定の整理を行うため、君津市手数料徴収条例（平

成１２年君津市条例第５号）の一部を改正しようとするものである。 
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君津市条例第  号 

 

君津市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 君津市手数料徴収条例（平成１２年君津市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 別表第２の２２の項中「第３項」を「第５項」に改め、同項(1)の目中「第６条第１項各

号」を「第６条第１項第１号」に改め、同目ア中「６，０００円」を「８，０００円」に、

「１２，０００円」を「１５，０００円」に、「２１，０００円」を「２６，０００円」に

改め、「得た額（」の次に「長期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条第４項又は第

５項の規定による認定の申請に係るものを除き、」を加え、同目イ中「９，０００円」を

「１２，０００円」に、「１８，０００円」を「２３，０００円」に、「３２，０００円」

を「４０，０００円」に改め、「得た額（」の次に「長期優良住宅の普及の促進に関する法

律第５条第４項又は第５項の規定による認定の申請に係るものを除き、」を加え、同項(2)

の目を次のように改める。 

(2) 申請に係る長期優良住宅建築等計画

が、登録住宅性能評価機関により、長期

優良住宅の普及の促進に関する法律第

６条第１項第１号に掲げる基準に適合

していると認められたもの以外のもの

である場合 

ア 新築のとき 

( ｱ )  一 戸 建 て の 住 宅 １ 件 に つ き 

４１，０００円 

(ｲ) 共同住宅等であって、建築物全体

の住戸の数が５戸以下のもの１件

につき１０１，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得た額（長期

優良住宅の普及の促進に関する法

律第５条第４項又は第５項の規定

による認定の申請に係るものを除 
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き、その額に１００円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築物全体

の住戸の数が５戸を超えるもの１

件につき１６３，０００円を認定申

請対象住戸の数で除して得た額（長

期優良住宅の普及の促進に関する

法律第５条第４項又は第５項の規

定による認定の申請に係るものを

除き、その額に１００円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた

額） 

イ 増築又は改築のとき 

( ｱ )  一 戸 建 て の 住 宅 １ 件 に つ き 

６２，０００円 

(ｲ) 共同住宅等であって、建築物全体

の住戸の数が５戸以下のもの１件

につき１５２，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得た額（長期

優良住宅の普及の促進に関する法

律第５条第４項又は第５項の規定

による認定の申請に係るものを除

き、その額に１００円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築物全体

の住戸の数が５戸を超えるもの１

件につき２４４，０００円を認定申

請対象住戸の数で除して得た額（長

期優良住宅の普及の促進に関する

法律第５条第４項又は第５項の規 
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定による認定の申請に係るものを

除き、その額に１００円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた

額） 

 別表第２の２４の項中「第３項」を「第５項」に改め、同表２５の項中「第９条第１項」

の次に「又は第３項」を加える。 

附 則 

 この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 
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君津市手数料徴収条例新旧対照表 

改正案 現 行 

別表第２（第２条） 別表第２（第２条） 

手数料を徴収する事務 金額 

１～２１ 省略 

２２ 長期優良住宅の普及の促進

に関する法律（平成２０年法律第

８７号）第５条第１項から第５項

までの規定による長期優良住宅

建築等計画の認定の申請（同法第

６条第２項の規定による申出を

伴う場合を除く。）に対する審査

(1) 申請に係る長期優良住宅建築

等計画が、住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成１１年法律

第８１号）第５条第１項に規定す

る登録住宅性能評価機関（以下

「登録住宅性能評価機関」とい

う。）により、長期優良住宅の普

及の促進に関する法律第６条第

１項第１号に掲げる基準に適合

していると認められたものであ

る場合 

ア 新築のとき 

(ｱ) 一戸建ての住宅１件につ

き８，０００円 

(ｲ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸以

下 の も の １ 件 に つ き

１５，０００円を認定申請対

象住戸の数で除して得た額

（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第５条第４

項又は第５項の規定による

手数料を徴収する事務 金額 

１～２１ 省略 

２２ 長期優良住宅の普及の促進

に関する法律（平成２０年法律第

８７号）第５条第１項から第３項

までの規定による長期優良住宅

建築等計画の認定の申請（同法第

６条第２項の規定による申出を

伴う場合を除く。）に対する審査

(1) 申請に係る長期優良住宅建築

等計画が、住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成１１年法律

第８１号）第５条第１項に規定す

る登録住宅性能評価機関（以下

「登録住宅性能評価機関」とい

う。）により、長期優良住宅の普

及の促進に関する法律第６条第

１項各号 に掲げる基準に適合

していると認められたものであ

る場合 

ア 新築のとき 

(ｱ) 一戸建ての住宅１件につ

き６，０００円 

(ｲ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸以

下 の も の １ 件 に つ き

１２，０００円を認定申請対

象住戸の数で除して得た額

（           
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認定の申請に係るものを除

き、その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸を

超 え る も の １ 件 に つ き

２６，０００円を認定申請対

象住戸の数で除して得た額

（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第５条第４

項又は第５項の規定による

認定の申請に係るものを除

き、その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

イ 増築又は改築のとき 

(ｱ) 一戸建ての住宅１件につ

き１２，０００円 

(ｲ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸以

下 の も の １ 件 に つ き

２３，０００円を認定申請対

象住戸の数で除して得た額

（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第５条第４

項又は第５項の規定による

            

 その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸を

超 え る も の １ 件 に つ き

２１，０００円を認定申請対

象住戸の数で除して得た額

（           

            

            

            

 その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

イ 増築又は改築のとき 

(ｱ) 一戸建ての住宅１件につ

き９，０００円  

(ｲ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸以

下 の も の １ 件 に つ き

１８，０００円を認定申請対

象住戸の数で除して得た額

（           
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認定の申請に係るものを除

き、 その額に１００円未満

の端数があるときは、これを

切り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸を

超 え る も の １ 件 に つ き

４０，０００円を認定申請対

象住戸の数で除して得た額

（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第５条第４

項又は第５項の規定による

認定の申請に係るものを除

き、 その額に１００円未満

の端数があるときは、これを

切り捨てた額） 

(2) 申請に係る長期優良住宅建築

等計画が、登録住宅性能評価機関

により、長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第６条第１項第

１号に掲げる基準に適合してい

ると認められたもの以外のもの

である場合 

ア 新築のとき 

(ｱ) 一戸建ての住宅１件につ

き４１，０００円 

(ｲ) 共同住宅等であって、建築

            

  その額に１００円未満

の端数があるときは、これを

切り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸を

超 え る も の １ 件 に つ き

３２，０００円を認定申請対

象住戸の数で除して得た額

（           

            

            

            

  その額に１００円未満

の端数があるときは、これを

切り捨てた額） 

(2) 申請に係る長期優良住宅建築

等計画が、登録住宅性能評価機関

により、長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第６条第１項各

号 に掲げる基準に適合してい

ると認められたもの以外のもの

である場合 

ア 新築のとき 

(ｱ) 住宅の品質確保の促進等

に関する法律第６条第１項

に規定する設計住宅性能評
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物全体の住戸の数が５戸以

下 の も の １ 件 に つ き

１０１，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得た

額（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第５条第４

項又は第５項の規定による

認定の申請に係るものを除

き、その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸を

超 え る も の １ 件 に つ き

１６３，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得た

額（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第５条第４

項又は第５項の規定による

認定の申請に係るものを除

き、その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

イ 増築又は改築のとき 

(ｱ) 一戸建ての住宅１件につ

き６２，０００円 

(ｲ) 共同住宅等であって、建築

価書（同法第５条第１項に規

定する住宅性能評価が行わ

れた部分が長期優良住宅の

普及の促進に関する法律第

２条第４項に規定する長期

使用構造等でないもの及び

建築基準法施行令（昭和２５

年政令第３３８号）第８２条

の５に規定する限界耐力計

算によって住宅の品質確保

の促進等に関する法律第５

条第１項に規定する住宅性

能評価が行われたものを除

く。以下この項において同

じ。）の写しが提出されたと

き 

a 一戸建ての住宅１件につ

き１６，０００円 

b 共同住宅等であって、建

築物全体の住戸の数が５

戸以下のもの１件につき

５７，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得

た額（その額に１００円未

満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額） 

c 共同住宅等であって、建
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物全体の住戸の数が５戸以

下 の も の １ 件 に つ き

１５２，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得た

額（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第５条第４

項又は第５項の規定による

認定の申請に係るものを除

き、その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸を

超 え る も の １ 件 に つ き

２４４，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得た

額（長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第５条第４

項又は第５項の規定による

認定の申請に係るものを除

き、その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

 

 

 

 

築物全体の住戸の数が５

戸を超えるもの１件につ

き９２，０００円を認定申

請対象住戸の数で除して

得た額（その額に１００円

未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額） 

(ｲ) 住宅の品質確保の促進等

に関する法律第６条第１項

に規定する設計住宅性能評

価書の写しが提出されな

かったとき 

a 一戸建ての住宅１件につ

き４７，０００円 

b 共同住宅等であって、建

築物全体の住戸の数が５

戸以下のもの１件につき

１０９，０００円を認定申

請対象住戸の数で除して

得た額（その額に１００円

未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額） 

c 共同住宅等であって、建

築物全体の住戸の数が５

戸を超えるもの１件につ

き１７４，０００円を認定

申請対象住戸の数で除し
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２３ 省略 

２４ 長期優良住宅の普及の促進

に関する法律第５条第１項から

第５項までの規定による長期優

良住宅建築等計画の認定の申請

２２の項又は２３の項の右欄に定

める額に、２の項の右欄に掲げる区

分に応じ、それぞれ定める額を加算

した額とする。 

て得た額（その額に１００

円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）

イ 増築又は改築のとき 

(ｱ) 一戸建ての住宅１件につ

き６９，０００円 

(ｲ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸以

下 の も の １ 件 に つ き

１６３，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得た

額（その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

(ｳ) 共同住宅等であって、建築

物全体の住戸の数が５戸を

超 え る も の １ 件 に つ き

２６０，０００円を認定申請

対象住戸の数で除して得た

額（その額に１００円未満の

端数があるときは、これを切

り捨てた額） 

２３ 省略 

２４ 長期優良住宅の普及の促進

に関する法律第５条第１項から

第３項までの規定による長期優

良住宅建築等計画の認定の申請

２２の項又は２３の項の右欄に定

める額に、２の項の右欄に掲げる区

分に応じ、それぞれ定める額を加算

した額とする。 
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又は同法第８条第１項の規定に

よる長期優良住宅建築等計画の

変更の認定の申請に、同法第６条

第２項（同法第８条第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定

による申出を伴う場合のこれら

の申請に対する審査 

２５ 長期優良住宅の普及の促進

に関する法律第９条第１項又は

第３項の規定による長期優良住

宅建築等計画の変更の認定の申

請に対する審査 

１件につき１，７００円 

２６～５３ 省略  
 

又は同法第８条第１項の規定に

よる長期優良住宅建築等計画の

変更の認定の申請に、同法第６条

第２項（同法第８条第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定

による申出を伴う場合のこれら

の申請に対する審査 

２５ 長期優良住宅の普及の促進

に関する法律第９条第１項  

   の規定による長期優良住

宅建築等計画の変更の認定の申

請に対する審査 

１件につき１，７００円 

２６～５３ 省略  
 

備考 省略 備考 省略 

  

 


